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再調査による回収率の向上と回答の偏り

保健医療情報に関する調査において

中井 里史 橋本 修二 村上 義孝

林 正幸 眞鍋 馨 野田 広

目的　保健・医療情報の収集方法として郵送法を用いた場合の，再調査すなわち督促状送付による回収率の

向上と回収に伴う回答の偏りを検討した。

方法　1市2町の40～64歳の男女から無作為抽出した約3,000人を対象として，2種類の調査票（4ページ22

問，8ページ35問）に無作為割付し，郵送法により調査するとともに，2回の督促を行った。

成績　(1)　回収率は2回の督促により38％から71％に向上した。しかし，第1回の督促による回収率の向上

は約24％であったのに対し，第2回の督促では約9％とそれほど大きくなかった。

　(2)　年齢の高い人で回収率が高い傾向がみられたが，地域，性，調査票の種類では回収率に大きな差

は認められなかった。

　(3)　第1回回収者の回答を第3回回収者と比較すると，現在タバコを吸っている人は10％程度低く，

日頃から健康診断や人間ドックを受診していると回答した人は15％程度高かった。しかしその他の質問

（現在の健康状態，健康習慣等）での，回収回別にみた回答の差は5～6％程度であった。

　(4)　自覚的健康度を目的変数とする喫煙やその他の健康習慣のオッズ比についてはいずれも，初回回

収者のみから算出した場合から，第3回回収者までをあわせて算出した場合までの差が高々0.3であっ

た。

結論　保健・医療情報の調査を行う場合，回収率の向上に督促の効果がみとめられることが示唆された。今

回取り上げたような項目については，喫煙習慣などの調査項目を除けば回答の偏りはさほど大きいもの

ではなく，また関連性の偏りへの影響も大きくはないと考えられる。しかし多少であっても，督促の有

無により差がみとめられたことは確かであるため，できる限り回収率を上げ，偏りを減らす工夫が必要

である。
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